
消防法施行規則（抄） 

（昭和３６年４月１日自治省令第６号） 

 

最終改正：平成２７年５月２９日総務省令第５３号 

 

 

第５条の２（避難上又は消火活動上有効な開口部を有しない階） 

 令第１０条第１項第５号の総務省令で定める避難上又は消火活動上有効な開口部を有し

ない階は、１１階以上の階にあつては直径５０センチメートル以上の円が内接することが

できる開口部の面積の合計が当該階の床面積の３０分の１を超える階（以下「普通階」と

いう。）以外の階、十階以下の階にあつては直径１メートル以上の円が内接することができ

る開口部又はその幅及び高さがそれぞれ７５センチメートル以上及び１・２メートル以上

の開口部を２以上有する普通階以外の階とする。 

② 前項の開口部は、次の各号（１１階以上の階の開口部にあつては、第２号を除く。）に

適合するものでなければならない。 

１ 床面から開口部の下端までの高さは、１・２メートル以内であること。 

２ 開口部は、道又は道に通ずる幅員１メートル以上の通路その他の空地に面したもの

であること。 

３ 開口部は、格子その他の内部から容易に避難することを妨げる構造を有しないもの

であり、かつ、外部から開放し、又は容易に破壊することにより進入できるものであ

ること。 

４ 開口部は、開口のため常時良好な状態に維持されているものであること。 

 

第３１条の３（消防用設備等又は特殊消防用設備等の届出及び検査） 

 法第１７条の３の２の規定による検査を受けようとする防火対象物の関係者は、当該防

火対象物における消防用設備等又は特殊消防用設備等の設置に係る工事が完了した場合に

おいて、その旨を工事が完了した日から４日以内に消防長又は消防署長に別記様式第１号

の２の３の届出書に次に掲げる書類を添えて届け出なければならない。 

１ 当該設置に係る消防用設備等又は特殊消防用設備等に関する図書 

２ 当該設置に係る消防用設備等試験結果報告書又は特殊消防用設備等試験結果報告書 

② 消防長又は消防署長は、前項の規定による届出があつたときは、遅滞なく、当該防火

対象物に設置された消防用設備等又は特殊消防用設備等が法第１７条第１項の政令若し

くはこれに基づく命令、同条第２項の規定に基づく条例で定める技術上の基準（以下こ

の条、第３１条の４並びに第３１条の５第２項第２号及び同条第３項において「設備等

技術基準」という。）又は法第１７条第３項に規定する設備等設置維持計画（以下「設備



等設置維持計画」という。）に適合しているかどうかを検査しなければならない。 

③ 前項の検査において、第３１条の４第１項の認定を受け、同条第２項の規定による表

示が付されている消防用設備等又はこれらの部分である機械器具については、当該認定

に係る設備等技術基準に適合するものとみなす。 

④ 消防長又は消防署長は、第２項の規定による検査をした場合において、当該消防用設

備等又は特殊消防用設備等が設備等技術基準又は設備等設置維持計画に適合していると

認めたときは、当該防火対象物の関係者に対して別記様式第１号の２の３の２による検

査済証を交付するものとする。 

⑤ 第１項第２号の規定による消防用設備等試験結果報告書の様式は、消防用設備等ごと

に消防庁長官が定める。 

 

第３３条の２（消防設備士でなくても行える消防用設備等の整備の範囲） 

 令第３６条の２第２項の総務省令で定める軽微な整備は、屋内消火栓設備又は屋外消火

栓設備のホース又はノズル、ヒユーズ類、ネジ類等部品の交換、消火栓箱、ホース格納箱

等の補修その他これらに類するものとする。 

 

第３３条の３（免状の種類に応ずる工事又は整備の種類） 

 法第１７条の６第２項の規定により、甲種消防設備士が行うことができる工事又は整備

の種類のうち、消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事又は整備の種類は、次の表の上

欄に掲げる指定区分に応じ、同表の下欄に掲げる消防用設備等又は特殊消防用設備等の工

事又は整備とする。 

指定区分 消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類 

第１類 屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、水噴霧消火設備又は屋外消火栓設備 

第２類 泡消火設備 

第３類 不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備 

第４類 自動火災報知設備、ガス漏れ火災警報設備又は消防機関へ通報する火災報知設備 

第５類 金属製避難はしご、救助袋又は緩降機 

特類 特殊消防用設備等 

② 法第１７条の６第２項の規定により、甲種消防設備士が行うことができる工事又は整

備の種類のうち、必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の工事又

は整備の種類は、消防庁長官が定める。 

③ 法第１７条の６第２項の規定により、乙種消防設備士が行うことができる整備の種類

のうち、消防用設備等又は特殊消防用設備等の整備の種類は、次の表の上欄に掲げる指

定区分に応じ、同表の下欄に掲げる消防用設備等の整備とする。 



指定区分 消防用設備等の種類 

第１類 屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、水噴霧消火設備又は屋外消火栓設備 

第２類 泡消火設備 

第３類 不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備 

第４類 自動火災報知設備、ガス漏れ火災警報設備又は消防機関へ通報する火災報知設備 

第５類 金属製避難はしご、救助袋又は緩降機 

第６類 消火器 

第７類 漏電火災警報器 

④ 法第１７条の６第２項の規定により、乙種消防設備士が行うことができる整備の種類

のうち、必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の整備の種類は、

消防庁長官が定める。 

 

第３１条の６（消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検及び報告） 

 法第１７条の３の３の規定による消防用設備等の点検は、種類及び点検内容に応じて、

１年以内で消防庁長官が定める期間ごとに行うものとする。 

② 法第１７条の３の３の規定による特殊消防用設備等の点検は、第３１条の３の２第６

号の設備等設置維持計画に定める点検の期間ごとに行うものとする。 

③ 防火対象物の関係者は、前２項の規定により点検を行つた結果を、維持台帳（第３１

条の３第１項及び第３３条の１８の届出に係る書類の写し、第３１条の３第４項の検査

済証、次項の報告書の写し、消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事、整備等の経過

１覧表その他消防用設備等又は特殊消防用設備等の維持管理に必要な書類を編冊したも

のをいう。）に記録するとともに、次の各号に掲げる防火対象物の区分に従い、当該各号

に定める期間ごとに消防長又は消防署長に報告しなければならない。ただし、特殊消防

用設備等にあつては、第３１条の３の２第６号の設備等設置維持計画に定める点検の結

果についての報告の期間ごとに報告するものとする。 

１ 令別表第１(１)項から(４)項まで、(５)項イ、(６)項、(９)項イ、(１６)項イ、(１６の

２)項及び(１６の３)項に掲げる防火対象物 １年に１回 

２ 令別表第１(５)項ロ、(７)項、(８)項、(９)項ロ、(１０)項から(１５)項まで、(１６)

項ロ、(１７)項及び(１８)項までに掲げる防火対象物 ３年に１回 

④ 法第１７条の３の３の規定による点検の方法及び点検の結果についての報告書の様式

は、消防庁長官が定める。 

⑤ 法第１７条の３の３の規定により消防設備士免状の交付を受けている者又は総務省令

で定める資格を有する者が点検を行うことができる消防用設備等又は特殊消防用設備等

の種類は、消防庁長官が定める。 



⑥ 法第１７条の３の３に規定する総務省令で定める資格を有する者は、次の各号のいず

れかに該当する者で、消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検に関し必要な知識及び

技能を修得することができる講習であつて、消防庁長官の登録を受けた法人（以下この

条及び次条において「登録講習機関」という。）の行うものの課程を修了し、当該登録講

習機関が発行する消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検に関し必要な知識及び技能

を修得したことを証する書類（次項及び次条第２項において「免状」という。）の交付を

受けている者（次項及び次条第２項において「消防設備点検資格者」という。）とする。 

１ 法第１７条の６に規定する消防設備士 

２ 電気工事士法（昭和３５年法律第１３９号）第３条に規定する電気工事士 

３ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条並びに建設業法施行令（昭和３１

年政令第２７３号）第２７条の３及び第２７条の８に規定する管工事施工管理技士 

４ 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第１２条及び水道法施行令（昭和３２年政令

第３３６号）第３条に規定する水道布設工事監督者の資格を有する者 

５ 建築基準法第１２条第１項又は第３項に規定する国土交通大臣が定める資格を有す

る者 

６ 建築士法第２条第２項に規定する１級建築士又は同条第３項に規定する２級建築士 

７ 学校教育法による大学若しくは高等専門学校、旧大学令（大正７年勅令第３８８号）

による大学又は旧専門学校令（明治３６年勅令第６１号）による専門学校において機

械、電気、工業化学、土木又は建築に関する学科を修めて卒業した後消防用設備等又

は特殊消防用設備等の工事又は整備について１年以上の実務の経験を有する者 

８ 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和１８年勅

令第３６号）による中等学校において機械、電気、工業化学、土木又は建築に関する

学科を修めて卒業した後消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事又は整備について

２年以上の実務の経験を有する者 

９ 消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事又は整備について５年以上の実務の経験

を有する者 

１０ 前各号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると消防庁長官が認める者 

⑦ 消防設備点検資格者は、次の各号のいずれかに該当するときは、その資格を失うもの

とする。 

１ 成年被後見人又は被保佐人となつたとき。 

２ 禁錮以上の刑に処せられたとき。 

３ 法に違反し、罰金の刑に処せられたとき。 

４ 消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検を適正に行つていないことが判明したと

き。 

５ 資格、学歴、実務の経験等を偽つたことが判明したとき。 

６ 消防庁長官が定める期間ごとに登録講習機関の講習を修了し、当該登録講習機関が



発行する免状の交付を受けなかつたとき。 

 

第３３条の１７（講習） 

 消防設備士は、免状の交付を受けた日以後における最初の４月１日から２年以内に法第

１７条の１０に規定する講習を受けなければならない。 

② 前項の消防設備士は、同項の講習を受けた日以後における最初の４月１日から５年以

内に法第１７条の１０に規定する講習を受けなければならない。当該講習を受けた日以

降においても同様とする。 

③ 前２項に定めるもののほか、講習の科目、講習時間その他講習の実施に関し必要な細

目は、消防庁長官が定める。 

 

第３３条の１８（工事整備対象設備等着工届） 

 法第１７条の１４の規定による届出は、別記様式第１号の７の工事整備対象設備等着工

届出書に、次の各号に掲げる区分に応じて、当該各号に定める書類の写しを添付して行わ

なければならない。 

１ 消防用設備等 当該消防用設備等の工事の設計に関する図書 

２ 特殊消防用設備等 当該特殊消防用設備等の工事の設計に関する図書、設備等設置

維持計画、法第１７条の２第３項の評価結果を記載した書面及び法第１７条の２の２

第２項の認定を受けた者であることを証する書類 

 

第３４条の３（検定対象機械器具等の範囲から除かれる泡消火薬剤） 

 令第３７条第３号の総務省令で定める泡消火薬剤は、水溶性液体用泡消火薬剤とする。 

 

第３４条の４（検定対象機械器具等の範囲から除かれるガス漏れ火災警報設備） 

 令第３７条第５号の総務省令で定めるガス漏れ火災警報設備は、次に掲げるものとする。 

１ 液化石油ガスを検知対象とするもの 

２ 発電用火力設備に関する技術基準を定める省令（昭和４０年通商産業省令第６０号）

第４１条第４項ただし書に規定するもの 

３ 冷凍保安規則（昭和４１年通商産業省令第５１号）第１０条第１２号並びに一般高

圧ガス保安規則（昭和４１年通商産業省令第５３号）第１２条第１８号及び第７８条

第１項第９号の５に規定するもの 

４ ガス工作物の技術上の基準を定める省令（昭和４５年通商産業省令第９８号）第９

条第２項に規定するもの 
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